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見取り図 

  
 

本日の対象範囲 

 ・水平的制限行為による競争停止のうち、右の白い部分 

   ・非ハードコアカルテル （水平的業務提携） 

  ・2条 6項「不当な取引制限」 



 ・それ以外による競争停止 

  ・2条 5項「支配型私的独占」 

  ・2条 9項「不公正な取引方法」 

 

条文について 

 ・共通する基本的な考え方が大事 

  ・法定 3類型のいずれでも大差ない。 

  ・水平的業務提携は課徴金の対象外（隠れ蓑を除く） 

  ・法執行は、確約認定またはそれ未満が主流であり、課徴金の確率が低い以上、私的独占と不

公正な取引方法の区別を言っても大きな意味はない。 

 

共通する基本的な考え方 

 ・行為要件 

 ・弊害要件 

  ・市場（市場画定） 

   ・需要者からみて選択肢となる供給者の範囲 

    ・需要者はどのような者か、が重要 

  ・反競争性あり（＝牽制力なし） 

   
   ・内発的牽制力 

    ・業務提携の場合の共通化割合など 

   ・他の供給者による牽制力 

    ・既存供給者からの 

    ・潜在的新規参入者からの 

    ・隣接市場からの 

   ・需要者による牽制力 

  ・正当化理由なし 

   ・正当化理由があるとされる条件 

    ・目的が正当 

    ・手段が正当 

 ・因果関係 

  ・寄与度 



 

非ハードコアカルテル（水平的業務提携） 

 ・例 

  ・共同購入 

  ・OEM供給 

  ・物流共同化 

 ・相談事例集に載る（毎年 6月頃） 

 ・グリーンガイドライン第 1の主な対象 

 ・平成 26 年度相談事例 8 

   ・ 「部部 り」なので説明に好適な事例 

   
それ以外による競争停止 

 ・非水平・・取引のない者に対する制限を含む 

 ・ 「支配」「束」」「制限」は同じ意味 

  ・相手方の意思決定を左右 

 ・競争停止と他者排除 

  



 ・弊害要件 

  ・反競争性 

   ・ 「格維持効果果」と言い換え 

    ・流通取引慣行ガイドライン 

・ 「格維持効果果が生じる場合」とは，非格維制限行為により，当該行為の相手方とそ

の競争者間の競争が妨げられ，当該行為の相手方がその意思で格維をある程度自由

に左右し，当該商品の格維を持効し又は引き上げることができるような状態をもた

らすおそれが生じる場合をいう。 

  ・正当化理由 

   ・フリーライダー対応 

   ・安部性確保 

 ・具体例 

  ・格維制限 

   ・格維持効果果があると見られやすい。 

  ・販売地域制限 

   ・「受動的販売の制限」があると、格維持効果果があるとみられやすい。 

  ・販売方法制限 

   ・正当化理由が議論されやすく、「それなりの合理的な理由」があればよいという論調も強

い。 

 

いわゆる「指定格維制度」 

  ・企業による「制度」 

 ・報道の一例 

  ・2024 年 3 月（日経） 

   ・https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUC21ADD0R21C23A2000000/ 

  ・2025 年 5 月（日経） 

   ・https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUC23AB70T20C25A4000000/ 

 ・背景 1 

 ・直営店なら小売格維を統一しても問題ないのに非直営店なら小売格維を統一すると独禁法違反

と言われるのはなぜか 

 ・背景 2 

  ・格維制限は、通常、競争への影響を与えるとされている（通常は弊害要件を満たす） 

 ・流通取引慣行ガイドライン 第 1部第 1の 2（7） 



・なお，次のような場合であって，事業者の直接の取引先事業者が単なる取次ぎとして機能し

ており，実質的にみて当該事業者が販売していると認められる場合には，当該事業者が当該

取引先事業者に対して格維を指示しても，通常，違法とはならない。 

・① 委託販売の場合であって，受託者は，受託商品の保管，代金回収等についての善良な管

理者としての注意義務の範囲を超えて商品が滅失・毀損した場合や商品が売れ残った場合の

危険負担を負うことはないなど，当該取引が委託者の危険負担と計算において行われている

場合 

・② メーカーと小売業者（又はユーザー）との間で直接格維について交渉し，納入格維が決

定される取引において，卸売業者に対し，その格維で当該小売業者（又はユーザー）に納入

するよう指示する場合であって，当該卸売業者が物流及び代金回収の責任を負い，その履行

に対する手数料分を受け取ることとなっている場合など，実質的にみて当該メーカーが販売

していると認められる場合 

 ・様々な形態 

  ・上記①：委託販売で、最終需要者は取引先（非直営店）が見付けてくる 

  ・上記②：最終需要者は自身（「事業者」）が見付けてくる 

  ・その他：最終需要者は取引先（非直営店）が見付けてくるが、委託販売ではない 

   ・平成 28 年度相談事例 1 

   ・令和元年度相談事例 5 

 ・これを独禁法違反なしとする理由付け 

  ・そのような取引先（非直営店）は「競争」（2条 4項で定義）をしている者と見ない 

  ・そのような取引先（非直営店）は 2条 9項 4号などの「相手方」と見ない 

 ・取引先（非直営店）についてそのような法的評格を受けるためには、自身（「事業者」）がどれ

ほどの「危険負担」をする必要があるか 
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#Google 検索役務 

 

 見取り図 

  [https://stjp.sakura.ne.jp/_presen/keynote/IllegalConduct_withGuidelines.jpeg] 

 条文（一般指定 12 項） 

  [YouTube https://youtu.be/io5ihjqz8CA?si=rpc16KOtox-Izo2E] 

  >（束」条件付取引） 

  > 12 法第二条第九項第四号又は前項に該当する行為のほか、相手方とその取引の相手方との取



引その他相手方の事業活動を不当に束」する条件をつけて、当該相手方と取引すること。 

 条文の位置関係 

  [https://gyazo.com/9c106e90dd43a1990ddaffbeada0f583] 

 他者排除行為の違反要件 

  行為要件 

  弊害要件 

   反競争性あり 

    排除果果（＝市場閉鎖果果とも言われる） 

    （市場部体の格維等（競争変数）が左右されることについて後

記） 

   正当化理由なし 

  行為と弊害の間の因果関係 

 違反要件（補足） 

  上記で、「不公正な取引方法」に該当 

  排除果果に加えて、市場部体の格維等（競争変数）が左右されれば「私的独占」

（排除型私的独占）にも該当するが、「私的独占」に該当すると言えて新たに可能となるのは課徴

金だけであり、課徴金を課さない流れの中では、そのような議論をする意味は大きくない。 

 

 排除措置命令書「理由」「第 1 事実」（p5） 

  1 関連事実（p5） 

   （1）〜（7） 

   ２の本件行為があれば弊害がもたらされるという背景事情 

  2 束」（p8） 

   本件行為 

  3 影響（p9） 

   弊害をうかがわせる事情 

  ここまで読んで逆算すると、「1 関連事実」で特に重要なのは、 

   「グーグル・プレイ・アプリ」の必要性 

   メーカーや移動通信事業者は、１の検索役務（アイコン・初期設定な

ど）だけを入れる傾向がある。 

 排除措置命令書「理由」「第 2 法令の適用」（p9） 

  条文については[YouTube https://youtu.be/io5ihjqz8CA?si=rpc16KOtox-Izo2E]

（再掲） 

  検討対象市場は何か 

   一般論として、公正取引委員会は、「不公正な取引方法には「一定の取引

分野」という文言がないので市場画定（検討対象市場の特定）は不要」という立場であり、不公正

な取引方法を使った排除措置命令書では市場画定に関することを述べないのが通例。 



    争われたら裁判所では議論する 

   検索役務に関する他者排除を問題としていることは、文脈的に言える 

   「不公正な取引方法」でなく「私的独占」として法的構成をしても課徴

金は課し得なかったか 

    本件許諾契約は無償なので売上額が存在しない？ 

    検索役務に関する他者排除なので。 

 EUの事例との比較 

  ほぼ同じ 

  https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/ip_18_4581 

 米国の事例との比較 

  別経路（特に iPhone）にも重点 

  地裁の違反宣言中間判決があり、夏までに是正措置判決があるとされる 

 スマホ法との関係 

 

 

  研究対象↓↓排除措置命令書 

   https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/apr/250415-4.pdf 

  その他の資料も掲載された公表文ページ 

  

 https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/apr/250415_digijyo.html 

  公正取引委員会の法的な見方は、排除措置命令書 9〜10 頁の「法令の適用」にま

とめられています。 

   それを基に、排除措置命令書の他の部分から何を読み取れるか、が主題

です。 

  「法令の適用」に掲げられた関係条文については、私が YouTube で解説していま

す。 

   [YouTube https://youtu.be/io5ihjqz8CA?si=v9F2Hr-GeMY_6QBm] 

  その他参考 

   [/jcomp/Google 検索役務] 


